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１ 本市の現状 

 

本市の財政状況は、平成 21年度普通会計決算（※1）によると、決算収支は形式収支（※2）

が 7億 4,346万円、実質収支（※3）が 7億 125万 9千円の黒字となりました。単年度収支（※

4）は 7,965万 3千円の黒字、実質単年度収支（※5）についても 2,233万 3千円の黒字となり

ました。 

 歳入は、総額 250億 9,438 万 9千円で、前年度と比較して 17億 1,469 万 3千円（7.3％）

の増となりました。これは、小・中一貫校施設整備事業費補助金及び生活保護費負担金等

の国庫支出金等が増となったことによるもので、市税は景気低迷等の影響で 3 億 3,007 万

9 千円（3.1％）減の 102億 6,697万 9千円となりました。 

歳出は、総額 243億 5,092 万 9千円で、前年度と比較して 26億 4,563 万 5千円（12.2％）

の増となりました。主な要因は、性質別にみると、普通建設事業費（※6）が小・中一貫校施

設整備事業等の増により 9 億 3,480 万 5 千円（71.3％）、補助費等が定額給付金等により

10 億 6,138万円（42.6％）増となっています。一方、積立金が 4,066 万 9千円（59.4％）、

人件費が 1億 274万 9千円（2.5％）の減となりました。 

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

歳入決算額 22,697,275 22,609,705 24,626,641 22,913,015 21,917,054 22,536,192 23,417,421 22,188,363 22,392,676 23,379,696 25,094,389

歳出決算額 21,988,130 21,796,980 23,974,083 22,117,851 21,138,245 21,109,472 22,755,365 21,448,459 21,650,348 21,705,294 24,350,929

市税収入 10,534,613 10,426,449 10,406,714 10,099,843 9,164,722 8,974,716 9,112,975 9,248,841 10,772,724 10,597,058 10,266,979

住民基本台帳人口 66,026 65,532 65,742 65,756 65,811 66,387 67,343 67,855 68,728 69,559 70,150
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＜用語解説＞ 

※1普通会計…各地方公共団体の財政状況の把握、地方財政全体の分析等に用いられる統計上の会計であり、総務省の定

める基準で各地方公共団体の会計を統一的に再構成したもの。 

※2形式収支…歳入歳出差引額 

※3実質収支…形式収支－翌年度へ繰越すべき財源 

※4単年度収支…当該年度実質収支－前年度実質収支 

※5実質単年度収支…単年度収支＋財政調整基金積立額＋地方債繰上償還額－財政調整基金取崩額 

※6普通建設事業費…道路、橋りょう、学校等の建設事業に要する投資的経費 

【特徴】 歳入総額 250億 9,438万 9千円は、平成 20年度と比較して 17億 1,469万 3千円（7.3％）

増となりましたが、市税収入は 3億 3,007 万 9千円（3.1％）減となっています。 

 歳出総額 243億 5,092万 9千円は、平成 20年度と比較して 26億 4,563 万 5千円（12.2％）増

となりました。これは、定額給付金等給付経費及び小・中一貫校施設整備事業費等の増によるも

のです。 
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 ① 市税 

市税全体では、前年度と比較して 3 億 3,007 万 9千円（3.1％）の減となりました。この

うち、個人市民税については、景気低迷による個人所得減の影響で 1 億 9,572 万 7 千円

（5.0％）の減となりました。法人市民税についても、長引く景気低迷による企業の業績悪

化の影響を受け 1億 2,459 万 1千円（20.8％）の大幅な減となりました。 

固定資産税は、前年度と比較して 376万 6千円（0.1％）の微減となりました。また、軽

自動車税については保有台数の増により、268 万 9千円（3.1％）の増となりました。 

三位一体の改革以降、税源移譲された自主財源としての市税の確保の重要性が増してい

ます。引き続き課税客体を的確に把握するとともに、収納率の向上を図り、今後の行政需

要の増大に対し安定した自主財源の確保に努めなければなりません。 

 

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

市税 10,534,613 10,426,449 10,406,714 10,099,843 9,164,722 8,974,716 9,112,975 9,248,841 10,772,724 10,597,058 10,266,979

うち個人市民税 3,404,254 3,216,743 3,153,162 3,086,787 2,889,407 2,791,234 2,879,201 3,182,434 3,831,170 3,939,923 3,744,196

うち法人市民税 488,483 766,793 975,633 388,819 433,891 472,776 465,145 519,105 898,130 598,572 473,981

うち固定資産税 5,174,673 5,010,613 4,874,468 4,726,676 4,497,070 4,384,026 4,452,411 4,238,543 4,688,401 4,694,970 4,691,204

市税 100.0 99.0 98.8 95.9 87.0 85.2 86.5 87.8 102.3 100.6 97.5 

うち個人市民税 100.0 94.5 92.6 90.7 84.9 82.0 84.6 93.5 112.5 115.7 110.0 

うち法人市民税 100.0 157.0 199.7 79.6 88.8 96.8 95.2 106.3 183.9 122.5 97.0 

うち固定資産税 100.0 96.8 94.2 91.3 86.9 84.7 86.0 81.9 90.6 90.7 90.7 
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② 義務的経費 

歳出のうち義務的経費（※7）の状況を見てみますと、前年度と比較して公債費及び扶助費

が増加しています。公債費の総額は 14 億 8,491 万 8 千円で、前年度と比較すると、4,142

万 1 千円（2.9％）の増となっています。また、扶助費の総額は 74 億 5,285 万 8 千円で、

前年度と比較すると、5 億 8,935万 6千円（8.6％）の増となっています。 
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扶助費のうち社会福祉費は、自立支援給付経費等の増により 1億 1,889万 8千円（10.4％）

増、児童福祉費も保育所委託運営経費や児童手当等の支給対象者の増により 1 億 8,826 万

2 千円（5.3％）増、生活保護費も対象者の増により 3億 701万 9千円（15.7％）増となっ

ています。  

一方、老人福祉費は 2,421 万 5千円（17.8％）の減となっています。 

 義務的経費が歳出総額に占める割合は 53.3％で、前年度より 4.0ポイント減少していま

すが、依然として高い水準にあり、財政の硬直化が続いている状況です。 

 

＜用語解説＞ 

※7義務的経費…地方自治体の経費のうち、支出が義務的で任意では削減できない経費。歳出のうち特に人件費、公債費、

扶助費が狭義の義務的経費とされる。この義務的経費の割合が小さいほど財政の弾力性があり、比率が

高くなると財政の硬直度は高まるとされている。 

 

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

人件費 4,970,676 4,857,027 4,753,619 4,718,072 4,501,284 4,447,088 4,380,418 4,419,506 4,240,361 4,136,728 4,033,979

扶助費 5,487,413 4,825,378 5,076,106 5,476,208 5,841,880 6,047,084 6,145,640 6,177,345 6,580,961 6,863,502 7,452,858

公債費 1,129,017 1,111,148 1,133,418 1,267,617 1,183,823 942,718 1,201,448 1,156,548 1,318,279 1,443,497 1,484,918

公債費 5.1 5.1 4.7 5.7 5.6 4.5 5.3 5.4 6.1 6.6 6.1 

扶助費 25.0 22.1 21.2 24.8 27.6 28.6 27.0 28.8 30.4 31.6 30.6 

人件費 22.6 22.3 19.8 21.3 21.3 21.1 19.3 20.6 19.6 19.1 16.6 

義務的経費計 52.7 49.5 45.7 51.8 54.5 54.2 51.6 54.8 56.1 57.3 53.3 

義務的経費計 11,587,106 10,793,553 10,963,143 11,461,897 11,526,987 11,436,890 11,727,506 11,753,399 12,139,601 12,443,727 12,971,755
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２ 地方交付税 

 

【特徴】 地方交付税のうち、平成 21年度の普通交付税は 12億 143万円で、平成 20年度と比較

して 4億 310 万 3千円（50.5％）の増となりました。 

 

 地方交付税とは、国税(所得税・法人税・酒税・消費税・たばこ税)それぞれの一定の割合の額で、

地方公共団体が等しくその行うべき事務を遂行することができるよう、一定の基準により国が交付

する税をいいますが、財源不足団体に対し交付される「普通交付税」と普通交付税で補えない特別

の財政需要に対し交付される「特別交付税」の二種類があります。 

 普通交付税は、基準財政需要額が基準財政収入額を超えた場合に財源不足となるため、その差額

が交付されます。平成 21 年度の本市は、前年度と比べ基準財政需要額は若干増加しましたが、基

準財政収入額の減少が大きかったため、普通交付税は増加しました。 

また、平成 13 年度以降、普通交付税が減少している理由は、その一部が、制度改正により臨時

財政対策債（赤字地方債）に振替えられたことによる減少であり、財政状況が好転した訳ではあり

ません。 

 

 

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

普通交付税 2,387,918 2,624,469 2,162,852 1,933,353 2,137,062 1,622,233 1,573,155 1,544,010 1,220,830 798,327 1,201,430

特別交付税 289,026 306,039 281,096 268,024 245,076 212,111 192,066 175,067 172,002 181,454 187,707

地方交付税 2,676,944 2,930,508 2,443,948 2,201,377 2,382,138 1,834,344 1,765,221 1,719,077 1,392,832 979,781 1,389,137
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（表4）地方交付税（普通交付税・特別交付税）の推移
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３ 財政調整基金 

 

【特徴】 平成 14 年度末残高 32 億 3,604 万 4 千円が、平成 21 年度末には 10 億 4,568 万 4 千円

となり、約 21 億 9,036 万円減少しています。平成 21 年度は、税収不足や歳出の増加に対応する

ため約 5,800万円を取崩して歳入に充てています。 

 

財政調整基金とは、年度間の財源の不均衡を調整するための基金で、長期的視野に立った計画的

な財政運営を行うために、財源に余裕のある年度に積立を行い、財源不足が生じる年度に活用する

ためのものです。また、各年度において決算上剰余金を生じたときには、その全部又は一部を積み

立てることとなっています。 

本市の財政は、歳入の根幹を成す市税収入が伸び悩む一方、扶助費等の行政需要の増大に伴う歳

出の増加は、多額の歳入不足を生じさせており、ここ数年は、基金等の取崩しにより財政収支の均

衡を保っている現状にあります。平成 11 年度から平成 14 年度までは基金を積立てていましたが、

平成 15 年度以降は歳入不足を補うため基金を取崩して対応しています。平成 14 年度と平成 21 年

度を比較しますと基金残高が 21億 9,036万円減少しており、約 68％を取崩しています。そのため、

基金に依存しない財政構造に転換していく必要
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

があります。 

 

 

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

財政調整基金残高 2,054,588 2,577,638 3,189,945 3,236,044 3,228,540 2,666,693 1,613,957 1,293,840 1,141,643 1,103,013 1,045,684
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（表5）財政調整基金残高の推移

 


